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5月の政治・経済イベント
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（出所）Bloombergデータ等より野村アセットマネジメント作成
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5月の主な政治・経済イベント

欧米の金融政策に方向転換が生じるか
欧米では各中央銀行が金融政策を発表します。米国では、4月に発表された3月の消費者物価指数
や生産者物価指数が市場予想を下回るなどインフレ圧力が和らぐなかで、5月の会合が最後の利上げ
となる⾒方が優勢です。ユーロ圏では主要政策金利を上回る強いインフレが続くものの、3月の消費者
物価指数の伸びが前月から大幅に鈍化したことから、0.50%の利上げを継続するかに市場の関心が
集まります。英国ではインフレの高止まりを受け、5月会合で0.25%の利上げが予想されるほか、利上
げ長期化への警戒感が高まっています。

賃金上昇が企業業績の追い風となるか
⽇本では、2022年度通期の決算発表が本格化し、多くの企業が今年度の業績予想も公表します。
今春闘では今年の平均賃上げ率が3.69%と約30年ぶりの高水準となったようで、今年度は経済活
動の再開に加え、賃金上昇による個人消費の回復が企業業績の支えとなりそうです。賃上げ効果が
企業業績にどの程度の影響を与えるかに注⽬が集まります。

中国景気の回復基調が続くか
中国では、ゼロコロナ政策の撤廃による経済活動の再開が本格化しており、今年の経済成長率の改
善が⾒込まれます。4月に発表された1-3月期の中国の実質GDP成長率は市場予想を上回り、景気
回復の兆候を⽰しました。中国の景気動向は、⽇本や欧米をはじめ多くの国の経済に影響を与えるた
め注⽬度が高く、市場では今後の成長ペースを⾒極めるため、各経済指標に関心が集まります。

予定

1⽇(月) 米国 ISM（サプライマネジメント協会）製造業景況感指数（4月）

2⽇(火) ユーロ圏 消費者物価指数（4月）

3⽇(水) 米国 金融政策発表

4⽇(木) ユーロ圏 金融政策発表

5⽇(金) 米国 雇用統計（4月）

10⽇(水) 米国 消費者物価指数（4月）

11⽇(木) 英国 金融政策発表

16⽇(火) 中国 鉱工業生産指数、小売売上高、固定資産投資（4月）

17⽇(水) ⽇本 1-3月期GDP（1次速報値）

26⽇(金) 米国 個人所得、個人消費支出、個人消費支出デフレーター（4月）
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